第３期宇都宮市障害福祉サービス計画　　　　　　　　　　　　　　　　 

はじめに

市では，平成２１年に「第３次宇都宮市障害者福祉プラン」を策定し，障害のある人もない人もともに暮らしやすい社会の実現を目指して，障害福祉施策・事業の推進に努めてまいりました。

こうした中，平成２２年１２月に障害者自立支援法や児童福祉法の一部改正が行われ，利用者負担の見直しや，相談支援の充実，障害児支援の強化など，制度の見直しが行われました。

また，現在，障害者の範囲に新たに難病患者を加えることなどを盛り込んだ「障害者総合支援法」制定の動きもあり，今後も制度の改正が予定されています。

市では，こうした障害のある人を取り巻く社会情勢の変化に対応しつつ，障害のある人が住み慣れた地域で自立し，積極的に社会参加できるよう，地域での暮らしを支援する障害福祉サービスなどの提供体制を確保するため，このたび「第３期宇都宮市障害福祉サービス計画」（平成２４～２６年度）を策定いたしました。

この計画では，障害のある人の自立を促進するため，第２期計画に引き続き，地域生活への移行や一般就労への移行を重点目標として設定し，地域生活を支援する相談支援や就労支援に係るサービスの利用促進に力を入れていくこととしております。

今後は，市民の皆様をはじめ，サービス事業者，保健・医療・福祉関係者，企業などの御理解と御協力をいただきながら，この計画を着実に推進し，障害のある人が地域において自立した生活を送ることができるよう，障害福祉サービスなどの提供体制の充実に努めてまいります。

結びに，この計画の策定に当たり，専門的な立場から貴重な御意見，御助言を賜りました「社会福祉審議会障害者福祉専門分科会」や「障害者自立支援協議会」の委員の皆様並びに，実態調査やパブリックコメントなどにより，御協力いただきました市民の皆様に心から御礼申し上げます。

平成２４年３月

宇都宮市長　佐藤栄一

第1章　計画の概要
１　計画策定の趣旨
市では、平成２０年度に平成２５年度までの５年間を計画期間とする「宇都宮市障害者福祉プラン」を策定し、障害者が健康で生きがいを持ち、住み慣れた地域で生活し、積極的に社会参加できる社会の実現を目指して、重点的に実施すべき事業の具体的な整備目標を定め、各種施策や事業を計画的に推進してきました。
このような中、障害者自立支援法では、障害者及び障害児がその能力や適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な支援を行い、福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず、すべての人が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指しています。
市においても、障害者自立支援法の理念に基づき、障害保健福祉施策の推進を図っているところであり、障害者の身近な地域での暮らしを支援する障害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業の提供体制を確保する必要があることから、平成２４年度から平成２６年度までの３か年を計画期間とする「第３期宇都宮市障害福祉サービス計画（以下「第３期計画」という。）」を策定します。
２　計画の位置付け
第３期計画は、障害者自立支援法第８８条第１項の規定に基づき、同法第８７条第１項に規定する国の基本指針に即し、「市町村障害福祉計画」として策定するとともに、障害者基本法第１１条第３項の規定に基づく「市町村障害者計画」として策定している「宇都宮市障害者福祉プラン」に掲げる障害福祉サービス等の実施計画として位置付けるものです。
３　計画の期間
第３期計画の計画期間は、平成24年度から平成26年度までの３か年とします。
なお、国においては、障害者制度改革の検討を進めていることから、今後の動向を注視し、必要に応じて見直します。
第２章　第２期宇都宮市障害福祉サービス計画の実績・課題等
１　平成２３年度における目標値の実績
⑴　福祉施設の入所者の地域生活への移行
第２期計画の目標値等
目標：平成２３年度までに平成17年10月1日の施設入所者484人の１２％（58人）が地域生活に移行する。
実績：平成23年4月1日～平成23年9月30日までにおいて78人（16.1％）が地域に移行。
内訳：平成18年度7人、平成19年度6人、平成20年度24人、平成21年度21人、平成22年度19人、平成23年度1人


目標：平成２３年度末の施設入所者数を平成17年10月1日時点の施設入所者484人から６．８％（33人）削減する。
実績：平成23年10月1日時点で410人（削減数74人（15.3%)）
（現状・評価及び今後の課題）
地域生活移行者は、施設入所者の減少やグループホーム・ケアホームの設置が促進されたことなどにより、平成２３年９月までに７８人が地域移行しており、目標値は達成しています。
また、施設入所者については、地域移行者の増加や精神障害者入所授産施設がグループホームに移行したことなどにより、平成２３年１０月の施設入所者は４１０人となり、目標値は達成しています。
今後とも、地域移行を進めるため、相談支援の充実やグループホーム・ケアホームの計画的な整備、日中活動の場の確保を進めていく必要があります。
⑵　入院中の精神障害者の地域生活への移行
（第２期計画の目標値）
目標：退院可能な精神障害者減少数を１６５人とする。（栃木県全体の見込み数６７０人から、人口按分等に基づき推計し、１６５人とする）
　
（現状・評価及び今後の課題）
第２期計画では、国の基本指針に基づき、栃木県が算出した数値目標を人口按分等により、本市の目標値を設定しましたが、「退院可能精神障害者」の定義が抽象的だったため、客観的に計画達成の状況を検証することが困難でありました。
このような中、国では、客観的な指標として、さらなる退院の促進に関係する要素をより具体化、精緻化した着眼点を新たに設定しており、都道府県障害福祉計画において、精神障害者の退院に関する明確な目標値の設定が求められているところです。
今後とも、地域移行・地域定着支援事業の実施や地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の体制整備などに取り組む必要があります。
　（参考）入退院患者状況等調査（栃木県障害福祉課調べ（平成23年12月））
栃木県全体の入院患者数4,033人、社会的入院患者数（入院期間1年未満）65人、社会的入院患者数（入院期間1年以上）480人、退院患者数（家庭復帰等）2,374人、退院患者数（GH・CH、社会復帰施設）302人
宇都宮市の入院患者数1,088人、社会的入院患者数（入院期間1年未満）26人、社会的入院患者数（入院期間1年以上）142人、退院患者数（家庭復帰等）613人、退院患者数（GH・CH、社会復帰施設）122人
⑶　福祉施設から一般就労への移行
（第２期計画の目標値）
目標：平成２３年度の年間一般就労移行者数を３２人とする。
実績：平成21年度12人、平成22年度13人、平成23年度（平成23年4月～平成23年12月）22人
（現状・評価及び今後の課題）
昨今の経済・雇用情勢の影響を受け、目標値の達成が困難な状況であります。また、宇都宮ハローワーク管内における障害者の就職件数は、厳しい雇用情勢の中においても、年々増加しており、障害者の雇用環境は進んでいると考えられます。
今後とも、障害者自立支援協議会「就労支援部会」において、関係機関等との連携を図りながら、就労支援に係る課題の抽出、対応策の検討を進める必要があります。
＜参考：障害者のハローワークを通じた就職状況＞
①新規求職申込件数
栃木県20年度
1,590、21年度1,460、22年度1,464

宇都宮管内20年度565、21年度502、22年度504

②有効求職者数
栃木県20年度
2,297、21年度2,253、22年度2,303

③就職件数
栃木県20年度712、21年度749、22年度864

宇都宮管内20年度268、21年度312、22年度313

④就職率
栃木県20年度44.8、21年度51.3、22年度59.0

宇都宮管内20年度47.4、21年度62.2、22年度62.1

２　指定障害福祉サービス等の実績              

（訪問系サービス）
居宅介護　重度訪問介護　行動援護　重度障害者等包括支援
〔時間分〕平成21年度計画9,966、実績11,680、達成117.2%、平成22年度計画10,947、実績13,372、達成122.2%、平成23年度計画11,927、実績14,235、達成119.4%、
〔人分〕平成21年度計画305、実績328、達成107.5%、平成22年度計画335、実績383、達成114.3%、平成23年度計画365、実績405、達成111.0% 

（日中活動系サービス）
生活介護
〔人日分〕平成21年度計画9,152、実績8,759、達成95.7%、平成22年度計画11,176、実績10,165、達成91.0%、平成23年度計画13,200、実績11,668、達成88.4%、
〔人分〕平成21年度計画416、実績478、達成114.9%、平成22年度計画508、実績543、達成106.9%、平成23年度計画600、実績609、達成101.5% 

自立訓練(機能訓練)

〔人日分〕平成21年度計画132、実績183、達成138.6%、平成22年度計画198、実績250、達成126.3%、平成23年度計画264、実績262、達成99.2%

〔人分〕平成21年度計画6、実績10、達成166.7%、平成22年度計画9、実績14、達成155.6%、平成23年度計画12、実績15、達成125.0% 

自立訓練(生活訓練)

〔人日分〕平成21年度計画1,210、実績784、達成64.8%、平成22年度計画1,628、実績788、達成48.4%、平成23年度計画2,024、実績806、達成39.8%

〔人分〕平成21年度計画55、実績39、達成71.0%、平成22年計画74、実績40、達成54.1%、平成23年度計画92、実績41、達成44.6% 

就労移行支援
〔人日分〕平成21年度計画1,804、実績1,527、達成84.7%、平成22年度計画2,288、実績1,833、達成80.1%、平成23年度計画2,772、実績1,873、達成67.6%

〔人分〕平成21年度計画82、実績79、達成96.3%、平成22年計画104、実績96、達成92.3%、平成23年度計画126、実績98、達成77.8% 

就労継続支援A 型
〔人日分〕平成21年度計画352、実績0、達成0%、平成22年度計画704、実績205、達成29.1%、平成23年度計画1,056、実績682、達成64.6%

〔人分〕平成21年度計画16、実績0、達成0%、平成22年計画32、実績10、達成31.3%、平成23年度計画48、実績35、達成72.9% 

就労継続支援B 型
〔人日分〕平成21年度計画3,190、実績2,018、達成63.3%、平成22年度計画4,796、実績3,466、達成72.3%、平成23年度計画6,424、実績5,072、達成79.0%

〔人分〕平成21年度計画145、実績122、達成84.1%、平成22年計画218、実績201、達成92.2%、平成23年度計画292、実績281、達成96.2% 

療養介護
〔人分〕平成21年度計画3、実績3、達成100%、平成22年計画3、実績3、達成100%、平成23年度計画3、実績3、達成100% 

児童デイサービス
〔人日分〕平成21年度計画118、実績39、達成33.1%、平成22年度計画130、実績46、達成35.4%、平成23年度計画147、実績36、達成24.5%

〔人分〕平成21年度計画20、実績19、達成95.0%、平成22年計画22、実績19、達成86.4%、平成23年度計画25、実績12、達成48.0% 

短期入所
〔人日分〕平成21年度計画468、実績608、達成130.1%、平成22年度計画506、実績544、達成107.5%、平成23年度計画543、実績681、達成125.4%

〔人分〕平成21年度計画80、実績81、達成101.3%、平成22年計画87、実績86、達成98.9%、平成23年度計画93、実績97、達成104.3% 

共同生活援助・共同生活介護
〔人分〕平成21年度計画250、実績245、達成98.0%、平成22年計画280、実績267、達成95.4%、平成23年度計画310、実績273、達成88.1% 

施設入所支援
〔人分〕平成21年度計画440、実績413、達成－27、平成22年計画439、実績409、達成－30、平成23年度計画438、実績406、達成－32 

相談支援
〔人分〕平成21年度計画31、実績0、達成0%、平成22年計画34、実績0、達成0%、平成23年度計画37、実績0、達成0% 

※平成23年度は上半期（平成23年4月から平成23年9月）の実績を掲載
※各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
(1)　訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援）
指標　利用量［ひと月の時間］平成21年度計画9,966、実績11,680、達成117.2%、
利用人数〔ひと月〕計画305、実績328、達成107.5%、平成22年度利用量［ひと月の時間］計画10,947、実績13,372、達成122.2%、利用人数〔ひと月〕計画335、実績383、達成114.3%、利用量［ひと月の時間］平成23年度計画11,927、実績14,235、達成119.4%、　利用人数〔ひと月〕計画365、実績405、達成111.0%

（現状・評価及び今後の課題）
利用量・利用人数とも居宅介護の伸びが著しく、在宅生活者及びサービス提供事業者の増加等が影響しているものと推測されます。
利用者実態調査では、訪問系サービス利用者の８割はサービスに満足している一方、事業者実態調査では、ホームヘルパー等人材確保の課題に関する意見が寄せられています。
今後は、サービス提供体制の確保を図るとともに、現在、サービスを利用していない者の掘り起こしや、新規事業所の参入をより一層進めていく必要があります。
　
(2)　日中活動系サービス
①　生活介護
指標　平成21年度　利用日数〔ひと月〕計画9,152、実績8,759、達成95.7%　利用人数〔ひと月〕計画416、実績478、達成114.9%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画11,176、　実績10,165、達成91.0%、利用人数〔ひと月〕計画508、実績543、達成106.9%、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画13,200、実績11,668、達成88.4%、利用人数〔ひと月〕計画600、実績609、達成101.5%

（現状・評価及び今後の課題）
旧法施設からの新体系移行により、利用人数は、増加傾向にあり、平成２３年度末には、利用人数の増加が見込まれます。宇都宮圏域内では、生活介護の事業定員に対して、利用人数が上回っており、生活介護を利用する場合には、他圏域でのサービス利用が必要となっています。
②　自立訓練（機能訓練）
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画132、実績183、達成138.6%、利用人数〔ひと月〕計画6、実績10、達成166.7%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画198、実績250、　達成126.3%、利用人数〔ひと月〕計画9、実績14、達成155.6%、平成23年度利用日数〔人ひと月〕計画264、実績262、達成99.2%、利用人数〔ひと月〕計画12、実績15、達成125.0%

（現状・評価及び今後の課題）
駒生園（栃木県）における利用者が９割以上を占めていますが、自立訓練（機能訓練）は有期限のサービスであり、今後も、利用者のニーズに応じた適切なサービス提供が必要となっています。
③　自立訓練（生活訓練）
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画1,210、実績784、達成64,8%、利用人数〔ひと月〕計画55、実績39、達成71.0%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画1,628、実績788、達成48.4%、利用人数〔ひと月〕計画74、実績40、達成54.1%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画2,024、実績806、達成39.8%、利用人数〔ひと月〕計画92、実績41、達成44.6%

（現状・評価及び今後の課題）
利用人数・利用日数は、ほぼ横ばいで推移しています。
今後は、利用者のニーズに応じた適切なサービス利用が必要となります。
④　就労移行支援
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画1,804、実績1,527、達成84.7%、利用人数〔ひと月〕計画82、実績79、達成96.3%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画2,288、実績1,833、達成80.1%、利用人数〔ひと月〕計画104、実績96、達成92.3%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画2,772、実績1,873、達成67.6%、利用人数〔ひと月〕計画126、実績98、達成77.8%

（現状・評価及び今後の課題）
旧法施設からの新体系移行に伴う多機能型サービスの実施により利用日数・利用人数は、増加傾向にあり、平成２３年度末には、実績値の増加が見込まれます。
今後は、就労移行者の受け入れについて、地域の関係機関の連携や企業の雇用環境の充実を進めていくとともに、一般就労への移行を促進するため、一般就労を目指す利用者の支援を充実させる必要があります。
⑤　就労継続支援Ａ型
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画352、実績0、達成0%、利用人数〔ひと月〕計画16、実績0、達成0%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画704、実績205、達成29.1%　利用人数〔ひと月〕計画32、実績10、達成31.3%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画1,056、実績682、達成64.6%、利用人数〔ひと月〕計画48、実績35、達成72.9%

（現状・評価及び今後の課題）
平成２１年度においては、市内に就労Ａ型事業所がなく、利用量・利用人数ともに実績がありませんでしたが、平成２２年度以降、新規事業所の参入により、利用量・利用人数は増加傾向にあります。
今後は、新規事業所の参入のさらなる促進が必要となります。
⑥　就労継続支援Ｂ型
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画3,190、実績2,018、計画63.3%、利用人数〔ひと月〕計画145、実績122、達成84.1%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画4,796、実績3,466、達成72,3%、利用人数〔ひと月〕計画218、実績201、達成92.2%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画6,424、実績5,072、達成79.0%、利用人数〔ひと月〕計画292、　実績281、達成96.2%

（現状・評価及び今後の課題）
旧法施設等からの新体系移行により利用日数、利用人数は、増加傾向にあり、平成２３年度末には、実績値の大幅な増加が見込まれます。
今後は、利用者の自立した生活を支援するため、事業所における工賃水準の向上に向けた取組やサービス内容の充実が必要となります。
⑦　療養介護
指標　平成21年度利用人数〔ひと月〕計画3、実績3、達成100%、平成22年度利用人数〔ひと月〕計画3、実績3、達成100%、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画3、実績3、達成100%

（現状・評価及び今後の課題）
筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者、筋ジストロフィー患者等、医学的管理下での利用となっています。
今後は、現利用者の支援を継続的に行っていくとともに、児童福祉法の一部改正により、平成２４年度から重症心身障害児施設に入所している１８歳以上の者が療養介護に移行することが見込まれることから、療養介護の基盤整備が必要となります。
⑧　児童デイサービス
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画118、実績39、達成33.1%、利用人数〔ひと月〕計画20、実績19、達成95.0%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画130、実績46、達成35.4%、利用人数〔ひと月〕計画22、実績19、達成86.4%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画147、実績36、達成24.5%、利用人数〔ひと月〕計画25、実績12、達成48.0%

（現状・評価及び今後の課題）
療育を必要とする児童の大部分は、市子ども発達センター（知的障害児通園施設、肢体不自由児通園施設）等を利用していることもあり、見込値に対する実績値は下回っています。
今後、児童デイサービスは、児童福祉法の一部改正により、平成２４年度から放課後等デイサービスとなりますが、放課後や長期休暇における支援の必要性は高いことから、利用者ニーズに応じたサービスの基盤整備が必要になります。
⑨　短期入所
指標　平成21年度利用日数〔ひと月〕計画468、実績608、達成130.1%、利用人数〔ひと月〕計画80、実績81、達成101.3%、平成22年度利用日数〔ひと月〕計画506、実績544、達成107.5%、利用人数〔ひと月〕計画87、実績86、達成98.9%、平成23年度利用日数〔ひと月〕計画543、実績681、達成125.4%、利用人数〔ひと月〕計画93、実績97、　達成104.3% 

（現状・評価及び今後の課題）
利用日数、利用人数とも増加傾向にありますが、利用者実態調査では、「施設が少ないので、充実してほしい」、「使いたいときに使えない」との意見が寄せられています。
現状では、夜間体制の整っている入所施設の新設が困難であり、入所施設併設型短期入所の確保が困難ですが、グループホーム・ケアホームにおける空床利用型短期入所の指定要件が緩和されることから、利用者ニーズに応じたサービスの基盤整備が必要となります。
(3)　居住系サービス
　①　共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）
指標　平成21年度利用人数〔ひと月〕計画250、実績245、達成98.0%、平成22年度利用人数〔ひと月〕計画280、実績267、達成95.4%、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画310、実績273、達成88.1%

（現状・評価及び今後の課題）
旧法施設等からの新体系移行により利用日数、利用人数は、増加傾向にあり、平成２３年度末には、実績値の大幅な増加が見込まれます。
引き続き、施設入所者の地域移行者や入院中の精神障害者の地域生活の受け皿として、整備を進めることが必要となります。
②　施設入所支援
指標　平成21年度利用人数〔ひと月〕計画440、実績413、達成－27、平成22年度利用人数〔ひと月〕計画439、実績409、達成－30、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画438、　実績406、達成－32

（現状・評価及び今後の課題）
地域移行が進んでいること等の影響により、利用人数は、毎年減少傾向にあります。
今後は、地域移行を進めながら、必要な人が利用できるよう、適切なサービスの確保に努める必要があります。
(4)　相談支援
相談支援（サービス利用計画作成費）
指標　平成21年度利用人数〔ひと月〕計画31、実績0、達成0%、平成22年度利用人数〔ひと月〕計画34、実績0、達成0%、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画37、実績0　達成0%

（現状・評価及び今後の課題）
サービス利用計画の作成対象となっている場合でも障害者生活支援センターの相談支援専門員や市のケースワーカー等が一般的な相談支援の中で対応している現状により、見込値に対する実績がありません。
相談支援（サービス利用計画作成費）は、障害者自立支援法の一部改正により、平成２４年度から計画相談支援給付費として個別給付化されることから、今後は、相談支援事業者等の基盤整備を図りながら、サービス等利用計画作成の支援体制構築が必要となります。
３　地域生活支援事業の実績
事業種別
（相談支援）
障害者相談支援事業〔設置数〕平成21年度計画7、実績7、達成100.0%、平成22年度計画7、実績7、達成100.0%、平成23年度計画7、実績7、達成100.0%、地域自立支援協議会〔実施の有無〕平成21年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100.0%、市町村相談支援機能強化事業〔実施の有無〕平成21年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100.0%、住宅入居等支援事業〔実施の有無〕平成21年度計画無し、実績無し、達成無し，平成22年度計画無し、実績無し、達成無し、平成23年度計画無し、実績無し、達成無し、成年後見制度利用支援事業〔実施の有無〕平成21年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100.0%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100.0%

（コミュニケーション支援事業）
コミュニケーション支援事業〔人〕平成21年度計画82、実績80、達成97.6%、平成22年度計画85、実績89、達成104.7%、平成23年度計画87、実績88、達成101.2%

（日常生活用具給付等事業）
介護・訓練支援用具〔件〕平成21年度計画3、実績2、達成66.7%、平成22年度計画3、実績2、達成66.7%、平成23年度計画3、実績2、達成66.7%、自立生活支援用具〔件〕平成21年度計画10、実績9、達成90.0%、平成22年度計画10、実績6、達成60.0%、平成23年度計画11、実績7、達成63.6%、在宅療養等支援用具〔件〕平成21年度計画5、実績4、達成80.0%　平成22年度計画5、実績4、達成80.0%、平成23年度計画5、実績5、達成100.0%、情報意思疎通用具〔件〕平成21年度計画13、実績10、達成76.9%、平成22年度計画13、実績8、達成61.5%、平成23年度計画14、実績10、達成71.4%、排泄管理支援用具〔件〕平成21年度計画58、実績59、達成101.7%、平成22年度計画59、　実績59、達成100.0%、平成23年度計画61、実績67、達成109.8%、居宅生活動作補助用具〔件〕平成21年度計画1、実績1、達成100.0%、平成22年度計画1、実績1、達成100.0%、　平成23年度計画1、実績1、達成100.0%

（移動支援事業）
移動支援事業〔ひと月の時間〕平成21年度計画2,768、実績3,376、達成122.0%、平成22年度計画2,950、実績3,911、達成132.6%、平成23年度計画3,143、実績4,201、達成133.7%、移動支援事業〔ひと月の利用者〕平成21年度計画215、実績266、達成123.7%、平成22年度計画239、実績328、達成137.2%、平成23年度計画266、実績347、達成130.5%

（地域活動支援センター）
地域活動支援センター〔設置数〕平成21年度計画19、実績19、達成0、平成22年度計画18、実績17、達成－1、平成23年度計画14、実績17、達成3、地域活動支援センター〔人分〕平成21年度計画264、実績246、達成－18、平成22年度計画239、実績220、達成－19、平成23年度計画165、実績224、達成59

（福祉ホーム事業）
福祉ホーム事業〔設置数〕平成21年度計画3、実績2、達成－1、平成22年度計画3、実績2、達成－1、平成23年度計画3、実績2、達成－1

（訪問入浴サービス事業）
訪問入浴サービス事業〔人分〕平成21年度計画18、実績15、達成83.3%、平成22年度計画20、実績17、達成85.0%、平成23年度計画22、実績15、達成68.1%

（日中一時支援事業）
日中支援型〔回数〕平成21年度計画1,078、実績1,165、達成108.1%、平成22年度計画1,123、実績1,448、達成128.9%、平成23年度計画1,168、実績1,559、達成133.5%

日中支援型〔人分〕平成21年度計画191、実績266、達成139.3%、平成22年度計画199、実績307、達成154.3%、平成23年度計画207、実績253、達成122.2%

放課後支援型〔回数〕平成21年度計画1,281、実績1,125、達成87.8%、平成22年度計画1,481、実績1,247、達成84.2%、平成23年度計画1,674、実績1,479、達成88.4%

放課後支援型〔人分〕平成21年度計画153、実績137、達成89.5%、平成22年度計画177、実績162、達成91.5%、平成23年度計画200、実績194、達成97.0%

（奉仕員養成研修）
奉仕員養成研修〔受講者〕平成21年度計画100、実績226、達成226.0%、平成22年度計画100、実績215、達成215.0%、平成23年度計画100、実績105、達成105.0%

(1)　相談支援事業
1 障害者相談支援事業・地域自立支援協議会
指標　設置数　平成21年度計画7、実績7、達成100%、平成22年度計画7、実績7、達成100%、平成23年度計画7、実績7、達成100%

指標　実施の有無　平成21年度計画実施、実績実施、達成100%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100%

（現状・評価及び今後の課題）
相談支援事業は、市内7か所の「障害者生活支援センター」において、福祉サービスの利用援助を始めとする各種相談を実施しています。相談件数、利用者数とも、年々増加しており、特に発達障害や高次脳機能障害がある人からの相談が増加傾向にあります。　
利用者実態調査においては、今後充実してほしいサービスとして、「相談機能の充実」が最も多く寄せられ、今後もますます需要が増えると予想されます。
また、障害者自立支援協議会「相談支援部会」では、各種ケース検討や相談支援ガイドラインの作成、基幹相談支援センターの設置に向けた検討等を定期的に議論しています。
障害者自立支援法の一部改正により、平成24年度から、相談支援給付費が創設され、これまで以上に相談支援専門員等の質の向上、総合的な相談支援体制の構築等が求められることから、関係機関との連携を図りながら、体制整備に努める必要があります。
②　市町村相談支援機能強化事業
指標　実施の有無　平成21年度計画実施、実績実施、達成100%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100%

（現状・評価及び今後の課題）
市町村相談支援機能強化事業は、市役所本庁舎において精神保健福祉士を１名配置し、主に精神障害者に係る障害福祉サービス等の支給決定のための訪問調査、電話相談、来庁相談を実施しています。
調査件数や相談件数が年々増加しており、特に発達障害や高次脳機能障害がある人からの相談が増加傾向にあります。
精神保健福祉士等の専門的知識を有する者が障害福祉サービス等支給決定に関する調査を行うことにより、障害特性を適切に反映することができるため、本事業を継続していく必要があります。
③　住宅入居等支援事業（居住サポート事業）
指標　実施の有無　平成21年度計画なし、実績なし、達成なし、平成22年度計画なし、実績なし、達成なし、平成23年度計画なし、実績なし、達成なし
（現状・評価及び今後の課題）
住宅入居等支援事業は、障害者自立支援法の一部改正により、平成24年度から地域定着支援として個別給付化されます。現状では、他市の実施状況等の把握に留まっており、本市では事業実施に至っていません。
今後は、相談支援事業者等関係機関における連携強化や地域移行の課題整理を行い、事業者のサービス提供体制を構築していく必要があります。
④　成年後見制度利用支援事業
指標　実施の有無　平成21年度計画実施、実績実施、達成100%、平成22年度計画実施、実績実施、達成100%、平成23年度計画実施、実績実施、達成100%

（現状・評価及び今後の課題）
成年後見制度利用支援事業は、市長申立てが必要な事例が生じた場合、申立てに要する経費や後見人等の報酬を助成するものですが、現時点においては、障害者における申立ての実績はありません。
また、利用者実態調査においては、当該制度を「知っている」「だいたい知っている」と回答した者は4割に上るものの、その利用相談窓口が市障害福祉課にあることを知っている者が回答者の2割に留まる等、制度のさらなる周知が必要となっています。
今後は、ニーズがあっても制度に結びついていない者の掘り起こしや幅広い周知活動、権利擁護の支援体制の充実に向けた関係機関との連携体制を構築していく必要があります。
(2)コミュニケーション支援事業　　
指標　利用人数〔ひと月〕平成21年度計画82、実績80、達成97.6%、平成22年度計画85、実績89、達成104.7%、平成23年度計画87、実績88、達成101.2%

（現状・評価及び今後の課題）
手話通訳者派遣事業及び要約筆記者派遣事業は、各年度において、利用者は増加傾向にあるため、派遣可能な手話通訳者や要約筆記者の登録数の増加が求められます。
今後は、手話通訳者や要約筆記者を目指す人を増やす観点から、奉仕員（手話）養成研修の「入門・基礎」の充実・強化を図り、担い手の拡充を図っていく必要があります。
(3)日常生活用具給付等事業
指標　介護・訓練支援用具給付件数〔ひと月〕平成21年度計画3、実績2、達成66.7%、平成22年度計画3、実績2、達成66.7%、平成23年度計画3、実績2、達成66.7%

自立生活支援用具給付件数〔ひと月〕平成21年度計画10、実績9、達成90.0%、平成22年度計画10、実績6、達成60.0%、平成23年度計画11、実績7、達成63.6%、
在宅療養等支援用具給付件数［ひと月］平成21年度計画5、実績4、達成80.0%、平成22年度計画5、実績4、達成80.0%、平成23年度計画5、実績5、達成100%

情報・意思疎通支援用具給付件数〔ひと月〕平成21年度計画13、実績10、達成76.9%、平成22年度計画13、実績8、達成61.5%、平成23年度計画14、実績10、達成71.4%

排泄管理支援用具給付件数〔ひと月〕平成21年度計画58、実績59、達成101.7%、平成22年度計画59、実績59、達成100%、平成23年度計画61、実績67、達成109.8%

居宅生活動作用補助用具(住宅回収費)給付件数〔ひと月〕平成21年度計画1、実績1、達成100%、平成22年度計画1、実績1、達成100%、平成23年度計画1、実績1、達成100%

（現状・評価及び今後の課題）
日常生活用具給付等事業は、利用者へ必要な給付ができるよう、給付基準の見直しを行い、平成22年度から、「音声タグレコーダー」や「よむべえ」を給付できるようにするとともに、聴覚障害者世帯に対する火災警報器の基準額の引き上げを実施しました。また、利用者負担上限額の見直しを行い、市民税非課税世帯の自己負担を0円としています。
利用者実態調査においては、利用者の7割が給付の内容に満足しているものの、支給の対象範囲に関する意見が寄せられており、利用者ニーズに合わせた給付が求められています。
今後は、日常生活用具の支給品目、価格、支給対象の設定にあたっては、利用者ニーズを踏まえながら、適宜見直しを行い、実態に即したサービス給付とすることが必要となります。
(4)移動支援事業
指標　平成21年度延べ利用時間数〔ひと月〕計画2,768、実績3,376、達成122.0％、利用人数〔ひと月〕　計画215、実績266、達成123.7％、平成22年度　延べ利用時間数〔ひと月〕計画2,950、実績3,911、達成132.6％、利用人数〔ひと月〕計画239、実績328、達成137.2％、平成23年度延べ利用時間数〔ひと月〕計画3,143、実績4,201、達成133.7％、利用人数〔ひと月〕計画266、実績347、達成130.5％
（現状・評価及び今後の課題）
移動支援は、実利用者及び給付実績とも毎年、大幅な増加傾向にあります。障害種別による特定利用者の増加は見受けられませんが、全体的にニーズの高さが伺えます。

利用者実態調査においては、障害種別を問わず満足度は高い傾向にある一方、２０歳未満の療育手帳所有層からは、「利用したいときに利用できない」や「サービス内容が限られている」といった意見が寄せられました。

また、障害者自立支援法の一部改正により、平成２３年１０月から「同行援護」が創設されたことに伴い、対象者、事業内容等の見直しを行い、同行援護の対象となる者の移行は比較的スムーズに進んでいますが、事業者等の確保が課題となっています。

今後は、利用者ニーズを把握しながら、きめ細かい支援体制を検討しつつ、同行援護の創設を踏まえ、研修等を通したガイドヘルパーの質の向上が求められています。
(5)地域活動支援センター

指標　平成21年度実施箇所　計画19、実績19、達成0か所、利用人数〔ひと月〕　計画264、実績246、達成－18人、平成22年度実施箇所　計画18、実績17、達成－1か所、利用人数〔ひと月〕　計画239、実績220、－19人、平成23年度実施箇所　計画14、実績17、達成－3か所、利用人数〔ひと月〕　計画165、実績224、達成－59人

（現状・評価及び今後の課題）
地域活動支援センターは、指定障害福祉サービス事業所への移行を見込んでいたことから、計画値が減少していますが、現時点における実施箇所数は17か所であり、平成23年度末までこのまま推移する見通しです。また、指定障害福祉サービス事業所への移行が進んだ影響により、実利用者数は減少傾向にありますが、概ね220人前後で推移しています。

利用者実態調査や事業者ヒアリング等では、日中における居場所・交流の場として、一定数は必要との意見が寄せられました。

今後は、事業者の安定した運営を支援していく必要があります。

(6)福祉ホーム　　
指標　平成21年度実施箇所　計画3、実績2、達成－１か所、平成22年度実施箇所　計画3、実績2、達成－１か所、平成23年度実施箇所　計画3、実績2、達成－１か所

（現状・評価及び今後の課題）
福祉ホームは、市内に2か所あり、利用者数は概ね18名前後で推移しています。

今後も、引き続き、利用者の居住環境の確保に努めていきます。

(7)訪問入浴サービス事業
指標　平成21年度利用人数〔ひと月〕計画18、実績15、達成83.3％、平成22年度利用人数〔ひと月〕計画20、実績17、達成85.0％、平成23年度利用人数〔ひと月〕計画22、実績15、達成68.1％

（現状・評価及び今後の課題）
訪問入浴サービスは、市内に事業所が3か所あり、実利用者数は微増傾向にあります。平成21年度には、利用者の利便性向上を図るため、報酬単価を設定し、複数事業者で事業を実施しているところです。

今後は、既存事業者の経営の安定化や新規事業者の参入促進に努めていきます。

(8)日中一時支援事業
①　日中支援型

指標　平成21年度利用回数〔ひと月〕計画1,078、実績1,165、達成108.1％、利用人数〔ひと月〕計画191、実績266、達成139.3％、平成22年度利用回数〔ひと月〕計画1,123、実績1,448、達成128.9％、利用人数〔ひと月〕実績199、実績307、達成154.3％、平成23年度利用回数〔ひと月〕計画1,168、実績1,559、達成133.5％、利用人数〔ひと月〕計画207、実績253、達成122.2%
（現状・評価及び今後の課題）
日中支援型は現在、市内45か所で実施しており、利用回数、利用人数とも増加傾向にあり、実施箇所を順次、拡大してきています。

児童福祉法の一部改正により、平成24年度から「放課後等デイサービス」が実施され、障害児において、利用状況の変化が見込まれることから、利用状況を見ながら、実施箇所数、配置等を検討していく必要があります。

②　放課後支援型

指標　平成21年度利用回数〔ひと月〕計画1,281、実績1,125、達成87.8％、利用人数〔ひと月〕計画1531、実績137、達成89.5％、平成22年度利用回数〔ひと月〕計画1,481、実績1,247、達成84.2％、利用人数〔ひと月〕計画177、実績162、達成91.5％、平成23年度利用回数〔ひと月〕計画1,674、実績1,479、達成88.4％、利用人数〔ひと月〕計画200、実績194、達成97.0％

（現状・評価及び今後の課題）
放課後支援型は現在、市内13か所で実施しており、利用者数、利用回数とも増加傾向にあります。

平成19年に実施したアンケート調査により、知的障害児の中学生受入れのニーズが高かったことから、順次、計画的に拡大を図ってきました。

利用者実態調査では、満足度が5割となっている一方、「利用したいときに利用できない」や「利用可能な施設数が少ない」といった意見が寄せられています。

今後の事業の拡充については、児童福祉法の一部改正により、平成24年度から実施される「放課後等デイサービス」との関係から、事業内容、実施箇所、配置等について、利用状況をみながら、適正な実施箇所数や配置を検討していく必要があります。

＜参考＞　重症心身障害児（者）医療的ケア支援

指標　平成21年度利用回数〔ひと月〕計画なし、実績68、達成なし、利用人数〔ひと月〕計画なし、実績25、達成なし、平成22年度利用回数〔ひと月〕計画なし、実績82、達成なし、利用人数〔ひと月〕計画なし、実績24、達成なし、平成23年度利用回数〔ひと月〕計画なし、実績72、達成なし、利用回数〔ひと月〕計画なし、実績23、達成なし
（現状の分析と今後の課題）
重症心身障害児（者）医療的ケア支援は、平成20年度の事業開始以来、現在、市内6か所で実施しており、利用回数が毎年増加傾向にあります。

利用者実態調査等においては、利用者のニーズは高い一方、「利用したい日に利用できない」、「送迎サービスを充実してほしい」「医師がいる施設が増えてほしい」といった意見が寄せられました。

事業の拡充にあたっては、利用者が身近な場所で、必要なときに必要なサービスを受ける環境の整備に努めていきます。

(9)奉仕員養成研修
奉仕員養成研修　指標　平成21年度　受講者数〔年〕計画100、実績226、達成226.0％、平成22年度　受講者数〔年〕計画100、実績215、達成215.0％、平成23年度　受講者数〔年〕計画100、実績105、達成105.0％　

（現状・評価及び今後の課題）
手話通訳者や要約筆記者を目指す人を増やす観点から、奉仕員（手話）養成研修の「入門・基礎」の充実・強化を図り、担い手の拡充を図っていく必要があります。

４　利用者・事業者実態調査及び団体ヒアリングの結果（概要）

　(1)　利用者実態調査
・全てのサービスにおいて、前回調査（Ｈ20）より利用者の満足度は向上している。

＜主なサービス＞

入所施設の満足度　今回調査86.7％　前回調査80.9％　増加ポイント＋5.8％

訪問系サービスの満足度
今回調査75.7％　前回調査57.8％　増加ポイント＋17.9％

日中活動系サービスの満足度　今回調査72.4％　前回調査66.0％　増加ポイント＋6.4％

・上記項目における満足していない理由のうち、前回調査より大きく増加したものについては、[入所施設]「サービスの質が悪い」（前回：12.0％→今回：20.0％）や[訪問系]「申し込んでも使えない」（前回：22.6％→今回：23.5％）、[日中活動]「障害特性を理解した支援がない」（前回：10.3％→今回：30.3％）となっている。

・日中活動系サービスで工賃をもらう利用者においては、「工賃に関係なく、仕事を続けていきたい」（H20：65.4％→H23：56.0％）が減少する一方、一般就労を希望する者の割合は増加（H20：14.7％→H23：21.0％）している。

・今後、充実してほしいサービスとしては、「相談機能の充実」が約4割を占め、最も多い。

＜上位3位＞

相談機能の充実
38.8％、グループホーム・ケアホームの増設　23.5％、健常者と障害者の交流の充実　23.0％

・障害福祉サービスに関する意見・要望（自由回答）については、「施設の増設・充実」や「日中一時支援の改善・拡大」を求める声が多い。

＜上位5位＞

通所・入所施設の増設・充実　14件、日中一時支援の改善・拡大　14件、短期入所の増設・充実　13件、親亡き後の生活の心配　13件、障害福祉制度の積極的な情報提供　12件

　(2)　事業者実態調査
・事業者における運営上の課題は、「スタッフの確保」（50.9％）が過半数を占めている。

・スタッフの勤務状況（施設長を除く）のうち、常勤の割合は、相談支援専門員が最も高く（89.1％）、ホームヘルパーが最も低い（27.7％）。

・スタップの平均勤続年数（施設長を除く）は、就労支援員が最も長く（9.8年）、ホームヘルパーが最も短い（3.9年）。

・サービスの質の向上のために実施している取組は、「事業所内研修」（67.6％）、「事故防止のための事例の収集」（63.2％）、「問題事例等に関するケース検討会」（61.1％）が６割を超えている。

・各サービスの市民・市民以外の割合は、居宅系サービス（43.3％）と旧体系施設（入所）（61.3％）において、市民以外の割合が高い。

・今後、サービスの質の向上のための取組としては、「利用者や家族への満足度調査」や「外部での研修」、「ガイドライン・マニュアル作成」が3割を超え上位となっている。

＜上位3位＞

利用者や家族への満足度調査　32.7％　外部での研修　30.7％　ガイドライン・マニュアル作成　30.0％

　(3)　団体ヒアリング
　身体、知的、精神、発達について代表となる団体に個別ヒアリングを実施した。
ア　対象団体
・社会福祉法人　宇都宮市障害者福祉会連合会
・特定非営利活動法人　宇都宮市知的障害者育成会
・宇都宮地区精神障害者援護会
・宇都宮市自閉症児者親の会
イ　主な意見
（地域移行）
・当事者家族同士のピアサポートが重要である。
（就労支援）
・就労支援について、離職してしまう現因は様々であるが、離職させない支援も必要である。
（日中活動系サービス）
・市内に就労継続支援Ａ型事業所が少ないため、整備が必要である。
（相談支援）
・サービスの利用にあたっては、障害児の自立に向けた支援になるよう、サービス利用計画や個別支援計画が必要である。
（地域活動支援事業）
・地域課題の掘り起こしには、障害者自立支援協議会の活用が大切なので、形骸化しないようにしてほしい。
・地域移行を進める上で、グループホーム等の整備だけでなく、居住サポート事業も必要である。
・地域活動支援センターの運営費の１０割保障を継続してほしい。
・成年後見制度（権利擁護）を充実してほしい。
（その他）
・サービス支給決定において、療育手帳を所持要件としていないことのわかりやすい周知をしてほしい。
・障害程度区分の判定基準をより生活実態に即したものにしてほしい。
第３章　計画の基本理念等
１　計画の基本理念
「第３次宇都宮市障害者福祉プラン」の基本目標である「障害者が、健康で生きがいを持ち、住み慣れた地域で生活し、積極的に社会参加できる社会」の実現を目指し、「第３期計画」においても、障害福祉サービス等の提供体制の整備を進めます。
(1)　障害者等の自己決定と自己選択の尊重
障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会を実現するため、障害者等が必要とする障害福祉サービスその他の支援を受けつつ、障害者等の自立と社会参加の実現を図っていくことを基本として、障害福祉サービス及び相談支援並びに地域生活支援事業の提供体制の整備を進めます。
(2)　市町村を基本とする仕組みへの統一と三障害に係る制度の一元化等
障害福祉サービスに関し、実施主体が市町村を基本とする仕組みに統一されたことや、身体障害、知的障害及び精神障害と障害種別ごとに分かれていた制度が一元化されたことを踏まえ、より一層のサービスの充実を図ります。
また、発達障害者については、従来から精神障害者に含まれるものとして法に基づく給付の対象となっているところであり、引き続きその旨の周知を図ります。高次脳機能障害者についても同様とします。
(3)　地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備
障害者等の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった新たな課題に対応したサービス提供体制を整えるとともに、障害者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、身近な地域におけるサービス拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマルなサービス（インフォーマルなサービスとは、ボランティアや家族、友人からの援助や地域での助け合いなど、行政などが提供する公的なサービスでないサービス。地域で長期にわたる支援を行うためには、フォーマルなサービスだけでなくインフォーマルなサービスの活用が重要と言われている。）の提供等、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。
２　障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方
障害福祉サービス等の提供体制の確保にあたっては、国の基本指針や第２期計画の課題等を踏まえ、次の点に配慮し、数値目標を設定し、見込み量の確保に努めます。
(1)　必要な訪問系サービスの確保
訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援）の充実を図り、必要な訪問系サービスの確保に努めます。
(2)　希望する障害者等に日中活動系サービスの確保 

希望する障害者等に日中活動系サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、療養介護、短期入所及び地域活動支援センターで提供されるサービス）の確保に努めます。
(3)　入所施設等から地域生活への移行を推進
「地域相談支援」の円滑な実施等、地域生活を支援する体制の整備等を行うことにより、入所等（福祉施設への入所又は病院への入院）から地域生活への移行を進めます。
(4)　福祉施設から一般就労への移行等を推進
就労移行支援事業等の推進により、障害者の福祉施設から一般就労への移行を進めるとともに、福祉施設における雇用の場の拡大に努めます。
３　相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方
障害者が地域で自立した生活を送っていくためには、障害者が日々の暮らしの中で抱えているニーズや課題にきめ細かく対応し、必要に応じた障害福祉サービス等の適切な利用を支える相談支援が必要不可欠です。
このため、相談支援の担い手を確保するよう努めるとともに、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターを設置し、相談支援体制の充実に努めます。
また、障害者自立支援協議会を活用しながら、支援体制の課題の情報共有、関係機関との連携強化を図ります。
第４章　平成２６年度の数値目標の設定
障害者の地域生活への移行及び一般就労への移行を促進するため、国の基本指針、第２期計画の実績等を踏まえ、次のとおり平成２６年度の目標値を設定します。
１　施設入所者の地域生活への移行
施設入所者のうち、自立訓練等を利用し、グループホーム・ケアホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、その上で、平成２６年度末の地域移行者の数値目標を設定します。
①　地域移行者数
（基本的な考え方）
平成２６年度末時点で、地域生活移行者は、平成１７年１０月１日時点の施設入所者（４８４人）の概ね２２％の障害者が地域生活へ移行することを目指します。
（目標値の設定）
平成26年度末目標値：入所施設から地域生活への移行者数　１０８人
②　入所者の削減数
（基本的な考え方）
施設入所者については、地域生活移行者が増加すること等を考慮し、平成２６年度末時点で、平成１７年１０月１日時点の施設入所者（４８４人）の１９．２％の施設入所者の減少を図ります。
（目標値の設定）
平成17年10月1日現在施設入所者数４８４人
平成26年度末目標値３９１人(93人の減)



２　福祉施設から一般就労への移行
福祉施設利用者のうち、就労移行支援等を利用して、平成２６年度中に一般就労に移行する者の数値目標を設定します。
①　福祉施設から一般就労への移行
（基本的な考え方）
平成２６年度において、福祉施設利用者のうち、就労移行支援等を活用し一般就労へ移行する者は、３２人とします。
経済環境・雇用情勢は依然として厳しい状態が続いていますが、障害者自立支援法施行後、一般就労に対する障害者の意識が高まる中、近年の障害者の雇用環境は着実な進展を見せており、今後、事業所の一般就労に向けた取組に対する支援や労働関係機関の就労支援策の活用などにより、第２期計画目標値の水準を維持します。
（目標値の設定）
年間一般就労移行者　平成26年度目標値３２人
②　就労支援事業の利用者数
（基本的な考え方）
平成２６年度末における福祉施設利用者（１,６１５人）のうち、就労移行支援事業を利用する者（１４０人）の割合は、８．７％とします。
また、平成２６年度末における就労継続支援事業の利用者（５５４人）のうち、就労継続支援Ａ型を利用する者（９７人）の割合は、１７．５％とします。
（目標値の設定）
平成26年度末の福祉施設（福祉施設とは、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型を指します。）　利用者数 １,６１５人


平成26年度末の就労移行支援事業利用者数　１４０人


福祉施設利用者に占める就労移行支援事業利用者の割合　８．７％


平成26年度末の就労継続支援Ａ型の利用者数　９７人


平成26年度末の就労継続支援Ｂ型の利用者数　４５７人


平成26年度末の就労継続支援（Ａ型＋Ｂ型）の利用者数　５５４人
就労継続支援Ａ型の利用者数の割合　１７．５％


第５章　指定障害福祉サービス等の必要量の見込み及び必要量確保の方策
　
１　指定障害福祉サービス等の必要見込み量等
指定障害福祉サービス、指定計画相談支援、指定地域相談支援の種類ごとの必要な量の見込みを設定します。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
（訪問系サービス）
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援
平成24年度568人（19,994時間分）、平成25年度633人（22,282時間分）、平成26年度706人（24,851時間分）
（日中活動系サービス）
平成24年度1,450人（26,879人日分）、平成25年度1,534人（28,438人日分）、平成26年度1,615人（29,942人日分）
生活介護
平成24年度789人（14,754人日分）、平成25年度817人（15,278人日分）、平成26年度841人（15,727人日分）
自立訓練（機能訓練）
平成24年度17人（304人日分）、平成25年度19人（340人日分）、平成26年度21人（376人日分）
自立訓練（生活訓練）
平成24年度57人分（1,129人日分）、平成25年度58人分（1,148人日分）、平成26年度59人分（1,168人日分）
就労移行支援
平成24年度119人分（2,285人日分）、平成25年度129人分（2,477人日分）、平成26年度140人分（2,688人日分）
就労継続支援（Ａ型）
平成24年度71人分（1,420人日分）、平成25年度84人分（1,680人日分）、平成26年度97人分（1,940人日分）
就労継続支援（Ｂ型）
平成24年度397人分（6,987人日分）、平成25年度427人分（7,515人日分）、平成26年度457人分（8,043人日分）
療養介護
平成24年度49人分、平成25年度50人分、平成26年度50人分
短期入所
平成24年度105人分（735人日分）、平成25年度114人分（798人日分）、平成26年度124人分（868人日分）
（居住系サービス）
共同生活援助、共同生活介護
平成24年度348人分、平成25年度363人分、平成26年度379人分
施設入所支援
平成24年度401人分、平成25年度396人分、平成26年度391人分
（相談支援）
計画相談支援
平成24年度40人分、平成25年度83人分、平成26年度125人分
地域移行支援・地域定着支援
平成24年度2人分、平成25年度2人分、平成26年度2人分
(1)　訪問系サービス
（実施に関する考え方）
障害者の地域生活を支援するため、居宅介護や重度訪問介護等必要とする訪問系サービスを、すべての障害者が利用できるようサービスの確保に努めます。
（見込量推計の考え方）
必要なサービス量については、現在の利用者数を基礎として、直近の利用者の動向、同行援護の創設に伴う移動支援事業からの移行数等を考慮し、推計を行っています。
平成26年度においては、平成23年度実績の約1.74倍の利用者数の増加を見込んでいます。
［居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援］　　　
平成24年度568人分（19,994時間分）、平成25年度633人分（22,282時間分）、平成26年度706人分（24,851時間分）
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成23年度実績には、同行援護は含まれていない。
一人当たりの月間平均利用時間（平成21年4月～平成23年9月）：35.2時間
(2)　日中活動系サービス
（実施に関する考え方）
障害者の日常生活に必要な能力・知識等の向上を図る訓練や生産活動、創作活動の場を提供するサービスや一般就労への移行や社会参加を促進するためのサービス等の充実を図るとともに、施設での介護を必要とする障害者へのサービスを確保します。
（見込量推計の考え方）
必要なサービス量については、現在の利用者数を基礎として、直近の利用者の動向や地域生活への移行状況等を考慮し、推計を行っています。
平成26年度においては、平成23年度実績の約1.52倍の利用者数の増加を見込んでいます。
①　生活介護
施設での介護が必要な障害者が、通所利用を中心に今後も利用者数が増加すると見込まれることから、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度789人分（14,754人日分）、平成25年度817人分（15,278人日分）、平成26年度841人分（15,727人日分）
　　
②　自立訓練（機能訓練）
身体障害者等が自立した生活を送れるよう、障害者支援施設等での自立訓練を促進し、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度17人分（304人日分）、平成25年度19人（340人日分）、平成26年度21人（376人日分）
③　自立訓練（生活訓練）
知的障害者・精神障害者等が自立した生活を送れるよう、障害者支援施設等での自立訓練を促進し、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度57人分（1,129人日分）、平成25年度58人分（1,148人日分）、平成26年度59人分（1,168人日分）
④　就労移行支援
施設入所者や精神科病院に入院中の精神障害者、特別支援学校卒業者等で就労に関する訓練が必要な障害者の一般就労を支援し、一般就労に関する目標値を達成できるよう、障害者支援施設等での就労移行を促進し、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度119人分（2,285人日分）、平成25年度129人分（2,477人日分）、平成26年度140人分（2,688人日分）
⑤　就労継続支援Ａ型
一般就労が困難な障害者に対して福祉的就労の場を提供するため、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度71人分（1,420人日分）、平成25年度84人分（1,680人日分）、平成26年度97人分（1,940人日分）
　
⑥　就労継続支援Ｂ型
一般就労が困難な障害者に対して福祉的就労の場を提供するため、サービスの確保に努めていきます。
また、工賃水準向上の取組を行いながら、障害者の自立を促進していきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
平成24年度397人分（6,987人日分）、平成25年度427人分（7,515人日分）、平成26年度457人分（8,043人日分）
⑦　療養介護
筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者、筋ジストロフィー患者又は重症心身障害者など、医学的管理下での福祉サービスの利用が必要な障害者が安心して利用できるよう、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度49人分、平成25年度50人分、平成26年度50人分
⑧　短期入所
在宅での生活を送る介護等が必要な障害者は今後も増えると見込まれることから、サービスの確保に努めていきます。
また、グループホーム・ケアホームにおける空床利用型短期入所の指定要件が緩和されることから、事業者の運営実態を把握し、必要な確保策を検討していきます。
各年度とも一月あたりの利用人数等を掲載
一人当たりの月間平均利用日数（平成21年4月～平成23年9月）：7日
平成24年度105人分（735人日分）、平成25年度114人分（798人日分）、平成26年度124人分（868人日分）
(3)　居住系サービス
（実施に関する考え方）
障害者の入所施設等から地域生活への円滑な移行を促進するため、地域における居住の場である共同生活援助事業及び共同生活介護事業の確保に努めます。
（見込量推計の考え方）
必要なサービス量については、地域生活に移行する障害者に必要な共同生活援助等を確保するため、現在の利用者数を基礎として、直近の利用者の動向、障害者自立支援法等の改正内容等を考慮し、推計を行っています。
共同生活援助・共同生活介護については、平成26年度において、平成23年度実績の約1.37倍の利用者数の増加を見込んでいます。
また、入所施設利用者については、平成26年度において、地域生活への移行に伴い平成23年度時点における利用者の約0.74％の減少を見込んでいます。
①　共同生活援助・共同生活介護
グループホーム・ケアホームの利用を希望する知的障害者や精神障害者等は、今後も増加すると見込まれることから、基盤整備等を含めたサービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度348人分、平成25年度363人分、平成26年度379人分
②　施設入所支援
入所の長期化に伴う利用実態の乖離を解消し、地域移行を進めながら必要な人がサービスを利用できるよう、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度401人分、平成25年度396人分、平成26年度391人分
(4)　相談支援
（実施に関する考え方）
指定一般相談支援事業者による地域相談支援及び指定特定相談支援事業者によるサービス等利用計画の作成やその計画に基づく障害福祉サービス等の利用支援等を行い、障害者が適切なサービスを利用できる相談支援体制を整備します。
（見込量推計の考え方）
計画相談支援については、今後３か年で段階的に利用対象者が拡大されることから、平成24年度においては施設入所者を優先的に見込み、平成26年度においてはサービス等利用計画の作成が見込まれるすべての障害者を対象に必要量を見込んでいます。
地域移行支援については、施設入所者や精神障害者地域移行・地域定着支援事業を実施している事業者の実績等を勘案し、必要量を見込んでいます。
地域定着支援については、地域移行支援による入所施設からの地域移行者や精神科病院からの退院者のうち、賃貸住宅等へ帰住した単身者、自宅に戻る人で「同居の家族による支援を受けられない者」が対象となることを勘案し、必要量を見込んでいます。
①　計画相談支援
計画相談支援等については、障害者自立支援法の一部改正により、平成24年度から段階的に対象者の拡大が図られることから、利用者の大幅な増加が予測されます。
地域移行を進めながら必要な人がサービスを利用できるよう、基幹相談支援センターを中心に、相談支援事業所やサービス提供事業所と連携し、サービス等利用計画作成に必要な体制の確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度40人分、平成25年度83人分、平成26年度125人分
②　地域移行支援
精神障害者地域移行・地域定着支援事業の実績等を踏まえ、必要な人がサービスを利用できるよう、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度2人分、平成25年度2人分、平成26年度2人分
③　地域定着支援
相談支援事業者等関係機関における連携強化や地域移行の課題整理を行い、必要な人がサービスを利用できるよう、サービスの確保に努めていきます。
各年度とも一月あたりの利用人数を掲載
平成24年度2人分、平成25年度2人分、平成26年度2人分
２　指定障害福祉サービス等の必要量確保の方策
指定障害福祉サービス等の必要見込み量を確保するため、次のような取組を行います。
(1)　計画内容の周知・啓発（継続）
障害者の自立した生活を支援していくためには、障害者等の理解や事業者の確保が重要であることから、広報紙・ホームページ等への掲載や各種団体等を通じて、利用者に対する障害者福祉サービス等の制度に関する情報提供を行うとともに、事業者に対しても本計画の内容の周知を図ります。
(2)　相談支援体制の充実強化（一部新規・継続）
障害者の自立した地域生活を支えるためには、相談支援体制の充実が必要であることから、身体障害者相談員・知的障害者相談員による相談援助や障害者同士によるピアサポートを活用しながら、必要な相談支援等の実施に努めます。
障害者が、障害の種別に関わらず、いつでも身近な場所で、総合的な支援が受けられるよう、「基幹相談支援センター」を中心とする相談支援体制を整備します。
(3)　サービス量の充足・基盤整備（継続）
障害福祉サービス事業等のサービス量の充足を図るため、国庫補助金等を活用しながら、サービス量の充足を目指し、基盤整備を推進します。
(4)　地域生活移行の促進（一部新規・継続）
障害者が地域で自立した生活を営むことができるよう、相談支援体制の構築やサービスの基盤整備、障害者福祉制度の周知とともに、グループホームやケアホームの生活基盤を充実することにより、福祉施設の入所から地域生活への移行を促進します。
また、入所施設や精神科病院等からの地域移行・地域定着支援を推進するため、障害者自立支援協議会における「（仮称）地域移行支援部会」の設置を含めた地域生活を支援する仕組みや制度を検討します。
　
(5)　就労移行の促進（一部新規・継続）
障害者の福祉施設から一般就労への移行を支援するため、障害者自立支援協議会「就労支援部会」において、就労に係る現状や課題を検証しながら、宇都宮圏域障害者就業・生活支援センター等の関係機関と一体となって、就労支援に取り組んでいきます。
特に、就労移行支援事業所における取組に対して、積極的に支援します。
また、障害者の就労支援策の一つとして、一般就労を希望する特別支援学校の生徒を対象に、市役所内で職場体験（インターンシップ）を実施します。
なお、福祉施設で働く障害者の工賃水準の向上を図り、地域生活での自立を促進するため、事業者自らの取組を促進するとともに、市庁舎内授産品販売所の運営や授産品の販路拡大、官公需による受注促進などの取組を積極的に進めます。
３　指定障害福祉サービス事業所数の見通し
障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、指定障害福祉サービスの見込量に基づく平成２６年度における事業所数の見通しは、以下のとおりです。
生活介護（通所事業所のみ）
平成24年4月の見込推計量　310人、平成26年度末の見込量　344人
平成24年4月の定員推計　285人、平成26年度末の定員　344人
平成24年4月の事業所推計数　15事業所、平成26年度末の事業所数　18事業所
考え方
平成26年度末の見込344人(a)

平成24年4月の定員推計285人(b)

必要定員数：(a)－(b)=59人
必要事業所数：59÷平均定員24

=2.46事業所≒3

自立訓練（機能訓練）　
平成24年4月の見込推計量　15人、平成26年度末の見込量　21人
平成24年4月の定員推計　41人、平成26年度末の定員　41人
平成24年4月の事業所推計数　2事業所、平成26年度末の事業所数　2事業所
考え方
平成26年度末の見込21人(a)

平成24年4月の定員推計41人(b)

必要定員数：(a)－(b)=－20人
現時点で充足
自立訓練（生活訓練）　
平成24年4月の見込推計量　56人、平成26年度末の見込量　59人
平成24年4月の定員推計　100人、平成26年度末の定員　100人
平成24年4月の事業所推計数　9事業所、平成26年度末の事業所数　9事業所
考え方
平成26年度末の見込59人(a)

平成24年4月の定員推計100人(b)

必要定員数：(a)－(b)=－41人
現時点で充足
就労移行支援　
平成24年4月の見込推計量　110人、平成26年度末の見込量　140人
平成24年4月の定員推計　171人、平成26年度末の定員　171人
平成24年4月の事業所推計数　14事業所、平成26年度末の事業所数　14事業所
考え方
平成26年度末の見込140人(a)

平成24年4月の定員推計171人(b)

必要定員数：(a)－(b)=－31人
現時点で充足
就労継続支援（Ａ型）　
平成24年4月の見込推計量　58人、平成26年度末の見込量　97人
平成24年4月の定員推計　80人、平成26年度末の定員　97人
平成24年4月の事業所推計数　5事業所、平成26年度末の事業所数　6事業所
考え方
平成26年度末の見込97人(a)

平成24年4月の定員推計80人(b)

必要定員数：(a)－(b)=17人
必要事業所数：17÷平均定員16

=1.06事業所≒1

就労継続支援（Ｂ型）　
平成24年4月の見込推計量　367人、平成26年度末の見込量　457人
平成24年4月の定員推計　420人、平成26年度末の定員　457人
平成24年4月の事業所推計数　23事業所、平成26年度末の事業所数　25事業所
考え方
平成26年度末の見込457人(a)

平成24年4月の定員推計420人(b)

必要定員数：(a)－(b)=37人
必要事業所数：37÷平均定員17

=2.18事業所≒2

療養介護　
平成24年4月の見込推計量　49人、平成26年度末の見込量　50人
平成24年4月の定員推計　なし、平成26年度末の定員　なし
平成24年4月の事業所推計数　なし、平成26年度末の事業所数　なし
考え方
児童福祉法の改正による事業所の動向が未定
短期入所　
平成24年4月の見込推計量　97人、平成26年度末の見込量　124人
平成24年4月の定員推計　59人、平成26年度末の定員　75人
平成24年4月の事業所推計数　14事業所、平成26年度末の事業所数　18事業所
考え方
平成24年4月定員　59人（a）、定員1に対する利用割合　1.64人（b）、平成26年度利用見込み124人（c）
（a）－（c）÷（b）＝必要定員16人
必要事業所数：16÷平均定員4＝4事業所
共同生活介護・共同生活援助　
平成24年4月の見込推計量　331人、平成26年度末の見込量　379人
平成24年4月の定員推計　377人、平成26年度末の定員　436人
平成24年4月の事業所推計数　57事業所、平成26年度末の事業所数　67事業所
考え方
平成26年度末の見込379人(a)

平成24年4月の定員推計377人(b)

男女差、障害特性等を踏まえ、平成24年4月における棟数57棟につき、1名分の余裕（空床）を確保57人（c）
必要定員数：（a）－（b）＋（c）＝59人
必要棟数59÷平均定員6＝9.8棟≒10棟
日中活動系サービス及び共同生活援助・共同生活介護の平成２６年度見込み量の充足見通しを平成２６年度サービス見込量の利用者数と、平成２４年４月時点の各事業所の指定定員数（推計）を比較し算出した。なお、必要事業所の算出にあたっては、必要定員数をサービス毎に市内事業所の平均定員で除している。
市の助成を伴わない整備も含む。
第６章　地域生活支援事業の実施に関する事項
１　地域生活支援事業の実施
相談支援事業や移動を支援する事業、創作的活動等の機会の提供を行う事業、その他障害者の自立した日常生活や社会生活の支援のために必要な事業を実施します。
各事業の見込みは以下のとおりです。
相談支援事業
障害者相談支援事業
実施見込箇所　平成24年度7、平成25年8、平成26年度8

基幹相談支援センター
設置の有無　平成24年度　なし、平成25年度　あり、平成26年度　あり
市町村相談支援機能強化事業
実施の有無　平成24年度　あり、平成25年度　あり、平成26年度　あり
住宅入居等支援事業
実施の有無　平成24年度　なし、平成25年度　なし、平成26年度　なし
成年後見制度利用支援事業
実利用見込み者数　平成24年度　1、平成25年度　2、平成26年度　4

手話通訳・要約筆記者派遣事業
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　89、平成25年度　92、平成26年度　95

手話通訳者設置事業
実設置見込み者数（年間）　平成24年度　2、平成25年度　2、平成26年度　2

日常生活用具給付
介護・訓練支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　3、平成25年度　3、平成26年度　
3

自立生活支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　8、平成25年度　8、平成26年度　
8

在宅療養等支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　4、平成25年度　4、平成26年度　4

情報意思疎通支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　10、平成25年度　10、平成26年度　10

排泄管理支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　67、平成25年度　67、平成26年度　67

居宅生活動作補助用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　1、平成25年度　1、平成26年度　1

移動支援事業
延べ利用時間数（ひと月）平成24年度　2,519、平成25年度　3,067、平成26年度　3,744

利用人数（ひと月）平成24年度　257、平成25年度　313、平成26年度　382

地域活動支援センター（本市分）
実施箇所数（年間）　平成24年度　15、平成25年度　15、平成26年度　15

利用人数（ひと月）　平成24年度　220、平成25年度　220、平成26年度　220

地域活動支援センター（他市町分）
実施箇所数（年間）　平成24年度　1、平成25年度　1、平成26年度　1

利用人数（ひと月）　平成24年度　1、平成25年度　1、平成26年度　1

障害児等療育支援事業
実施見込箇所数（年間）
平成24年度　1、平成25年度　1、平成26年度　1

福祉ホーム事業


実施見込箇所数（年間）　平成24年度　2、平成25年度　2、平成26年度　2

訪問入浴サービス事業
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　17、平成25年度　19、平成26年度　21

日中一時支援事業
日中支援型
延べ利用見込回数（ひと月）　平成24年度　1,824、平成25年度　2,121平成26年度　2,466

実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　283、平成25年度　314、平成26年度　348

放課後支援型
延べ利用見込回数（ひと月）平成24年度　1,516、平成25年度　1,638、平成26年度　1,769

実利用見込み者数（ひと月）平成24年度　222、平成25年度　250、平成26年度　278

医療的ケア
延べ利用見込回数（ひと月）平成24年度　81、平成25年度　81、平成26年度　81

実利用見込み者数（ひと月）平成24年度　26、平成25年度　26、平成26年度　26

２　実施する地域生活支援事業の種類及び量の見込み等
(1)　相談支援事業
（実施に関する考え方）
障害福祉サービスや地域生活支援事業等を適切に提供するためには、地域における相談支援体制の整備充実を図る必要があることから、自立支援協議会を活用し、基幹相談支援センターの設置を含め、相談支援体制の構築について検討を行います。
また、精神保健福祉士などの専門的知識を有する者が対応している調査件数や相談件数が年々増加しており、特に発達障害や高次脳機能障害がある者からの相談が増加傾向にあることから、支援員の資質の向上に努めていきます。
なお、「住宅入居等支援事業」については、平成２４年４月施行の「地域移行支援・地域定着支援」の実施状況を踏まえ、今後の事業のあり方を検討していきます。
障害者相談支援事業
実施見込箇所　平成24年度　7か所、平成25年　8か所、平成26年度　8か所
基幹相談支援センター
設置の有無　平成24年度　なし、平成25年度　あり、平成26年度　あり
市町村相談支援機能強化事業
実施の有無　平成24年度　実施、平成25年度　実施、平成26年度　実施
住宅入居等支援事業
実施の有無　平成24年度　なし、平成25年度　なし、平成26年度　なし
(2)　成年後見制度利用支援事業
成年後見制度を活用するため、成年後見制度利用支援事業を実施します。
また、障害者の権利擁護を進めるため、自立支援協議会における「権利擁護部会」の設置を含めた障害者の権利擁護施策を検討します。
成年後見制度利用支援事業
実利用見込み者数　平成24年度　1人、平成25年度　2人、平成26年度　4人
(3)　コミュニケーション支援事業
聴覚、言語機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通訳等の方法により障害者等とその他の者の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図り社会参加を今後も支援できるよう、サービスを継続していきます。
手話通訳・要約筆記者派遣事業
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　89人、平成25年度　92人、平成26年度　95人
手話通訳者設置事業
実設置見込み者数（年間）　平成24年度　2人、平成25年度　2人、平成26年度　2人
(4)　日常生活用具給付等事業
障害者の日常生活等の質の向上を図り、自立した生活を支援するため、日常生活用具の給付等を推進していきます。
日常生活用具給付
介護・訓練支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　3件、平成25年度　3件、平成26年度　3件
自立生活支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　8件、平成25年度　8件、平成26年度　8件
在宅療養等支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　4件、平成25年度　4件、平成26年度　4件
情報・意思疎通支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　10件、平成25年度　10件、平成26年度　10件
排泄管理支援用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　67件、平成25年度　67件、平成26年度　67件
居宅生活動作補助用具
給付等見込み件数（ひと月）平成24年度　1件、平成25年度　1件、平成26年度　1件
(5)　移動支援事業
介護給付では対応の困難な、社会生活上必要な外出や余暇活動などの社会参加のための外出を支えるため、事業を継続していきます。
実利用見込み者数（ひと月）平成24年度　257人、平成25年度　313人、平成26年度　382人
延べ利用見込み時間数（ひと月）平成24年度　2,519時間、平成25年度　3,067時間、平成26年度　3,744時間
(6)　地域活動支援センター
介護給付や訓練等給付では対応しきれないニーズに柔軟に対応できる施設として、一定の地域活動支援センターを確保するとともに、事業者の安定した運営を支援していきます。
地域活動支援センター（本市分）
実施見込み箇所数（年間）　平成24年度　15か所、平成25年度　15か所、平成26年度　15か所
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　220人、平成25年度　220人、平成26年度　220人
地域活動支援センター（他市町分）
実施見込み箇所数（年間）　平成24年度　1か所、平成25年度　1か所、平成26年度　1か所
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　1人、平成25年度　1人、平成26年度　1人
(7)　障害児等療育支援事業
在宅の重症心身障害児（者）、知的障害者児者、身体障害児の地域生活を支えるため、訪問による療育指導、外来による専門的な療育相談、指導、障害児の通う保育所等の職員の療育技術の指導を実施していきます。
実施見込箇所数（年間）
平成24年度　1か所、平成25年度　1か所、平成26年度　1か所
(8)　福祉ホーム
身体上や精神上の障害のために家庭において日常生活を営むのに支障のある障害者等に対し、日常生活に適する居室などの設備を持ち、必要な便宜を提供する福祉ホーム事業を実施していきます。
実施見込箇所数（年間）　平成24年度　2か所、平成25年度　2か所、平成26年度　2か所
(9)　訪問入浴サービス
地域における身体障害者等の生活支援策の一つとして、施設通所による入浴や自宅での入浴が困難な障害者の身体の清潔を保持し、心身機能の維持等を図るため、訪問入浴サービスを継続します。
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　17人、平成25年度　19人、平成26年度　21人
(10)　日中一時支援事業
障害者等の家族の一時的な休息の確保等を目的として、今後も事業を継続します。また、事業を提供できる実施場所の拡充や対象範囲の拡大について検討します。
日中支援型
延べ利用見込回数（ひと月）　平成24年度　1,824回、平成25年度　2,121回、平成26年度　2,466回
実利用見込み者数（ひと月）　平成24年度　283人、平成25年度　314人、平成26年度　348人
放課後支援型
延べ利用見込回数（ひと月）平成24年度　1,516回、平成25年度　1,638回、平成26年度　1,769回
実利用見込み者数（ひと月）平成24年度　222人、平成25年度　250人、平成26年度　278人
医療的ケア
延べ利用見込回数（ひと月）平成24年度　81回、平成25年度　81回、平成26年度　81回
実利用見込み者数（ひと月）平成24年度　26人、平成25年度　26人、平成26年度　26人
(11)　その他社会参加促進事業等
　　　障害者等の社会参加等を促進するため、主に以下に掲げる事業を行います。
　　　①　スポーツ・レクリエーション教室開催等事業
・　うつのみやふれあいスポーツ大会の開催
・　各種スポーツ講座の開催
　　　②　芸術・文化講座開催等事業
・　うつのみやふれあい文化祭の開催
・　わく・わくアートコンクールの開催
　　　　・　各種芸術・文化講座の開催　
　　　③　点字・声の広報等発行事業
・　点字広報・声の広報の発行
④　奉仕員養成研修事業
・　奉仕員養成事業の実施
　　　⑤　自動車運転免許取得・改造助成事業
　　　　・　自動車運転免許取得費・自動車改造費の助成
　　　⑥　生活支援事業
　　　　・　精神障害者及びその家族等の団体が行うボランティア活動に対する支援
　　　⑦　在宅重度心身障害者デイケア事業
　　　　・　在宅重度心身障害者への社会適応能力等向上のための支援
３　地域生活支援事業の見込量確保のための方策
地域生活支援事業の必要見込み量を確保するため、次のような取組を行います。
(1)　障害者自立支援協議会の機能強化（一部新規・拡充）
　障害者自立支援法の一部改正を踏まえ、指定特定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画の質の向上を図るため、「（仮称）サービス等利用評価部会」の設置を含めたサービス等利用計画作成に必要な体制を検討します。
また、地域移行支援・地域定着支援を効果的に実施するための関係機関による地域移行のネットワークの強化や障害福祉サービスの利用の組み合わせによる施設入所者の状況を踏まえた資源開発の役割強化を図るため、「（仮称）地域移行支援部会」の設置を含めた地域移行支援を推進する仕組みや制度を検討します。
(2)　障害者虐待防止に対する取組みの強化（新規）
　障害者の尊厳を守り、障害者虐待の防止等に関する支援体制を整備するため、「（仮称）障害者虐待防止センター」を設置し、関係機関から成るネットワークの構築、障害者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応、再発の防止等について定めたマニュアルの作成等虐待防止に向けた体制の整備に取り組みます。
(3)　地域活動支援センターの運営安定化（継続）
　地域活動支援センター事業の運営の安定化を図るため、事業報酬に対する保障を継続し、同事業の確保に努めます。
(4)　日中一時支援事業の充実強化（拡充）
　利用者のニーズを踏まえ、更なるサービスの充実を図るため、事業を提供できる実施場所の拡充や対象範囲の拡大について検討します。特に、医療的ケアについては、事業の円滑な運営を進めていくとともに、事業者が参入しやすい環境を整備し、更なるサービスの充実に努めます。
(5)　利用者負担の軽減（継続）
　サービスの利用を促進するため、地域生活支援事業と障害福祉サービスの合算上限額の設定や超過負担額の償還給付の取組を継続します。
(6)　日常生活用具給付等事業の拡充（拡充）
　利用者ニーズを踏まえながら、支給品目等の適宜見直しを行い、実態に即した必要な物品等の検討に努めます。
(7)　その他社会参加促進事業の実施（継続）
　障害者の社会生活における自立を支援するため、ふれあいスポーツ大会やふれあい文化祭・わく・わくアートコンクール等の社会参加事業を継続して実施します。
第７章　障害児サービス等事業者の基盤整備に係る方針
平成２４年４月から施行される改正児童福祉法により、障害児の通所支援については市町村事業に移管され、より身近な窓口で支援が受けられるようになります。
　今後、在宅の重症心身障害児(者)、知的障害児(者)、身体障害児が、身近な地域で安心して相談や療育指導が受けられるように、各関係機関と連携を図りながら支援の充実と強化に努め、必要なサービス量の確保に努めていきます。
また、障害児が健やかに成長できるよう、福祉・教育・保健・医療各分野の連携強化による横断的な取組みにより支援の充実に努めます。
第８章　計画の推進体制
１　計画内容の周知・啓発 

本計画の推進にあたっては、市民や団体、事業者、関係機関等の協力を得られるよう、広報紙・ホームページへの掲載や各種団体等を通じた周知など、多くの機会をとらえて、効果的な周知と意識の啓発に努めます。 

２　庁内推進体制 

本計画を着実に推進し、障害者福祉の向上を図るため、市の関係部局と連携しながら事業を推進します。
３　庁外推進体制 

本計画に位置づけられている事業は、行政のみならず、保健・医療・福祉関係者、教育関係者、雇用に関連する職務従事者、企業、地域活動団体等が相互に連携、協力し合いながら取り組んで行く必要があります。 

このため、関係機関が相互の連携を図ることにより、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関の連携の緊密化を図るための協議の場である障害者自立支援協議会を活用しながら、障害者施策の充実に向けた検討を行います。 

４　計画の点検・評価等 

宇都宮市社会福祉審議会において計画の進捗状況を検証・評価した上で、必要な対応策等を次期計画に反映していきます。
宇都宮市では「障害」のがいの字のひらがな表記を実施していますが、音声読み上げソフトで正しく読み上げられるよう、この文書では「障害」と従来通りの表記にしています。
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